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令和６年度富山県飼養衛生管理指導等計画 

 

令和６年３月 27 日 

富 山 県 公 表 

 

はじめに 

（１）本計画は、家畜伝染病予防法第 12条の３の４に規定する飼養衛生管理

指導等計画を定めるものである。 

（２）本計画の計画期間は、令和６年度から令和８年度とする。 

 

第一章 飼養衛生管理に係る指導等の実施に関する基本的な方向 

Ⅰ 富山県の畜産業の現状および家畜衛生の現状 

（１）本県における畜産業の役割と機能 

令和４年の本県の農業産出額（県全体 568億円）に占める畜産の構成

割合は 13.9％（79億円）と米に次ぐ基幹部門となっている。このうち、

乳用牛で 16 億円、肉用牛で 14億円、養豚で 18億円、採卵鶏で 31億円

を産出し、県民に生産者の顔が見える安全・安心な畜産物を供給してい

る。 

    また、畜産業は飼料生産、生乳や鶏卵、食肉の生産・加工・流通等を

通じて裾野の広い関連産業を形成し地域の雇用創出にも貢献している。

さらに近年増加している耕作放棄地への放牧による獣害低減・景観保

全・耕畜連携による資源循環型農業の推進等地域の活性化にも貢献して

いる。 

     

（２）本県における畜産業の現状 

① 令和５年２月１日時点の県内の家畜の飼養頭羽数は、乳用牛で 33戸、

2,101頭、肉用牛で 33戸、3,642頭、豚で 14戸、21,808 頭、採卵鶏で

23戸、899,544 羽、馬で 19戸、95 頭、めん羊・山羊で 61 戸、395頭で

あり、高齢化や後継者不足等により小規模経営を中心に離農が進んでお

り、飼養戸数・頭数ともに減少傾向である。 

② このような中、畜産クラスター事業等、これまで講じてきた体質強化

策により着実に規模拡大が進んでおり、全国から見ると飼養戸数・頭数

は少ないものの、１戸あたりの飼養規模の大型化が進んでいる。 

③ 家畜衛生に関しては、一部の農場では、農場 HACCPの導入や高い衛生

管理意識のもと飼養衛生管理が行われている。しかし、限られた労働力

や、農場の構造・設備などの面から飼養衛生管理の更なる向上が必要な
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農場も認められる。 

④ 飼養衛生管理の実施については、飼養規模の大型化に伴い、外国人を

雇用する事例や複数の衛生管理区域で飼養を行っている事例もありそ

のような事例への対応が必要となってきている。 

 

 （３）本県における飼養衛生管理の指導等を実施する意義と主体ごとの役割 

     家畜の伝染性疾病の発生予防には、県外・国外からの病原体の侵入防

止及び野生動物におけるまん延防止と飼養農場における病原体の侵入

防止の取組の徹底が重要である。 

  特に飼養衛生管理基準は家畜の所有者が家畜の飼養に係る衛生管理

において基本として守るべき基準であり、その遵守は家畜の伝染性疾病

の発生予防の最も重要な対策の一つである。 

  これらのことから、家畜衛生に関わる主体ごとに、次のとおりそれぞ

れの役割を自覚し、飼養衛生管理基準の遵守を徹底することで家畜の伝

染性疾病の発生予防に万全を期すことが重要である。 

① 家畜の所有者は、家畜の適切な飼養衛生管理が畜産経営の基本であ

るとともに、ひとたび家畜の伝染性疾病が発生した場合には、近隣

農場や関連事業者に損害を与える可能性があるという性質上、その

営農活動に伴い、家畜の伝染性疾病の発生予防とまん延防止につい

て第一義的責任を有していることから、必要な知識及び技術の習得

に努めるとともに、飼養衛生管理基準の遵守を徹底する。 

② 県は、疾病の発生状況、家畜の飼養状況、家畜衛生上の課題を把握

し、飼養衛生管理基準遵守指導等計画を策定し、農場の実情に即し

て柔軟に飼養衛生管理基準の遵守に関する指導等を実施し、家畜の

伝染性疾病の発生を予防することで畜産振興を図る。 

 ③ 市町村は、家畜の伝染性疾病の発生予防とまん延防止の一端を担っ

ているという認識のもと、協議会への参加や国や県が行う家畜の伝

染性疾病の発生予防とまん延防止の施策に協力する。 

 ④ 飼料運搬業者や動物用医薬品販売業者等、複数の農場に出入りする

者、家畜市場やと畜場など家畜の集合する施設の管理者、その他畜

産に関係する事業者（関連事業者）は、自らの事業活動に起因して

広域的な感染拡大が生じる危険性を認識し、その事業活動に関して、

車両消毒の徹底等家畜の伝染性疾病の病原体拡散防止措置を講ず

るとともに、国及び地方公共団体が実施する施策に協力し、家畜の

伝染性疾病の発生予防及びまん延防止の取組を主体的に実施する。 

 ⑤ 生産者団体や農場管理獣医師、農業共済組合等の団体に所属する獣
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医師は、家畜の伝染性疾病の発生予防及びまん延防止の一端を担っ

ているという認識のもと、国や県が行う家畜の伝染性疾病の発生予

防とまん延防止の施策に協力し、平常時から家畜の所有者に対して

飼養衛生管理基準の遵守について必要な助言等を行うよう努める。 

 

（４）本県における家畜衛生の現状 

    本県に家畜保健衛生所（家保）は、２カ所、県東部と県西部に設置さ

れており、飼養衛生管理基準の遵守指導に係る農場の立入等は家保職

員により実施されている。家畜伝染病予防法等に基づき、家保職員は

年に 1 回以上は全ての畜産農場に立ち入る機会があり、それぞれの農

場に応じた指導が可能となっている。 

本県の畜産農場の飼養衛生管理基準の遵守率については（別紙１＝

令和 4 年 2 月 1 日時点の定期報告の状況）、全国平均と比較して低い

項目が散見されている。畜種別では、令和元年度に本県の野生いのし

しで豚熱陽性が確認されて以降、豚での遵守状況は概ね全国平均以上

となっているが、牛では全国平均より低い項目が散見される。鶏では

概ね遵守している。 

 

Ⅱ 家畜の伝染性疾病の発生状況及び家畜衛生上の課題  

（１）概要 

令和３年１月に本県では初めて、小矢部市の家きん飼養農場において

高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）が発生した。HPAIまん延防止のため、

疑似患畜の殺処分や消毒等の防疫措置を行い、その後の HPAI 発生は無

く２月に終息したものの、同月に小矢部市と南砺市の野鳥（ノスリ）か

ら HPAI ウイルスが検出された。令和 3 年 2 月以降も毎年、死亡野鳥か

ら HPAIウイルスが検出されている。また、令和元年に本県では初めて富

山市で発見された死亡野生いのししから豚熱ウイルスが検出され、令和

６年３月現在、県内 12 市町で 107 頭の感染野生いのししが確認されて

いる。 

これらのことから、野生動物がもたらす家畜伝染病の病原体が本県に

おける家畜衛生上の大きな脅威となっており、飼養衛生管理基準の遵守

の徹底により、病原体の侵入防止などの発生予防対策を徹底し、維持し

ていく必要がある。 

また、近隣諸国では口蹄疫やアフリカ豚熱（ASF）といった甚大な被害

をもたらす家畜伝染病が発生していることから継続して警戒していく

ことも必要である。 
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（２）家畜区分ごとの家畜の伝染性疾病の発生状況及び家畜衛生上の課題 

家畜 

区分 

家畜の伝染性疾病の発生状況 家畜衛生上の課題 

牛 ・ヨーネ病については、平成 27 年

以降本県における発生は確認され

ていない。 

 

 

・近年、牛伝染性リンパ腫について

は年間 1～5 頭の発生が確認されて

いる。 

 

 

 

 

 

・牛ウイルス性下痢については令和

２年に県外導入牛で持続感染牛１

頭を摘発した。 

 

・ヨーネ病については、家畜伝染病予

防法（以下、法）第５条に基づくサーベ

イランスによる早期摘発に努めるとと

もに、導入牛検査を徹底する。 

 

・牛伝染性リンパ腫については、成牛

の突然死やと畜場での発見による全廃

棄など生産者の負担が大きいことか

ら、家畜伝染病予防事業による地域サ

ーベイランスにより、農場内の感染状

況を把握し、感染牛の隔離等、農場内で

のまん延防止対策を徹底する。 

 

・県外導入牛の検査を徹底するととも

に、防疫対策ガイドラインに基づき対

策を推進する。 

めん羊・

山羊 

・伝達性海綿状脳症（TSE）や山羊脳

脊髄炎・関節炎の発生はこれまで確

認されていない。 

・TSE サーベイランスの継続的な実施

と病性鑑定により伝染性疾病の早期発

見とまん延防止に努めていく必要があ

る。 

豚 ・豚熱については、飼養家畜での発

生はないが、野生いのししにおいて

令和元年から令和６年３月までに

県内 12 市町で 107 頭が確認されて

いる。 

 

 

 

 

・豚流行性下痢（PED）については、

平成 26 年に本県でも発生があった

・豚熱については野生いのししで感染

が確認されていることから、防護柵の

管理や衛生管理区域周囲の除草といっ

た野生動物対策や消毒など飼養衛生管

理基準の遵守を徹底するとともに、飼

養豚への予防的ワクチン接種と野生い

のしし対策を継続して実施していく必

要がある。 

 

・PED については依然として県外で発

生が認められていることから、導入豚
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が、それ以後の発生は確認されてい

ない。 

 

 

の隔離の徹底や繁殖豚への継続的なワ

クチン接種を進めるとともに、消毒の

徹底など飼養衛生管理基準を遵守する

ことが基本となる。 

 

鶏 ・令和３年１月に本県の家きん飼養

農場で HPAI が発生した。令和３年

２月以降、毎年野鳥から HPAI ウイ

ルスが検出されている。 

 

 

・近年、死亡羽数の増加等、異状の

通報に伴う病性鑑定の結果、ロイコ

チトゾーン症、鶏痘やコクシジウム

症の発生が確認されている。 

・HPAIについては、渡り鳥が病原体を

県内に持ち込む危険性が非常に高いこ

とから、人や野生動物が環境中の病原

体を持ち込まないように飼養衛生管理

基準の遵守を徹底する必要がある。 

 

・異状の通報による立入検査・病性鑑

定の結果、HPAIではない伝染性疾病も

確認されていることから、ロイコチト

ゾーン症や鶏痘の予防としてヌカカや

ワクモなど衛生害虫対策、コクシジウ

ム症の対策として、導入元の育雛農場

の念入りな消毒や導入後の予防薬の飼

料添加を指導する必要がある。 

 

馬 ・家畜伝染病の発生は近年確認され

てない。 

・引き続き飼養衛生管理基準の遵守指

導を行っていく必要がある。 

 

（３）各主体における課題 

① 協働体制の構築 

県は、家畜の伝染性疾病による畜産業への被害を最小限に抑えるた

め、市町村、関連事業者、生産者団体及び獣医師等と協力して、家畜の

伝染性疾病の発生予防及びまん延防止に向けた事前対応型の防疫体制

を整備する必要がある。 

また、衛生管理区域に出入りする、飼養者や関連事業者のほか、全

てのものに対して、家畜伝染病に関する正しい知識の普及と啓発が必

要である。 

  このため、家畜の所有者及び飼養衛生管理者（以下「家畜の所有者

等」という。）に対して指導を行う各主体は、相互に連携を図りなが

ら、正しい知識の普及、情報の収集及び提供、人材の養成及び確保、

迅速かつ的確な連絡体制の整備のための、協働体制の構築に取り組む
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ことが重要である。 

    

  ② 主体ごとの家畜の伝染性疾病の発生予防及びまん延防止のための備え 

（ア）県は、家畜の所有者等及び関連事業者に対して家畜ごとに定めら

れた飼養衛生管理基準の内容の普及を図るとともに、家畜の飼養農場

における飼養衛生管理基準の遵守状況を把握し、遵守が不十分である

と認められる場合は、指導等を実施する必要がある。 

特に、家畜の所有者等に対し、言語によるコミュニケーションに配

慮を要し、海外からの食品等の直接輸入の可能性が高い外国人を含む

従業員への畜産物の輸入規制の遵守及び早期通報体制の確実な整備を

徹底させることが重要である。 

また、県は、平常時から家畜の所有者等との連絡体制を確保し、疾

病発生時の対応の周知に努めるとともに、家畜の伝染性疾病の発生を

想定した訓練を行うことにより、現場に効果的かつ効率的に飼養衛生

管理基準の再徹底を実施できる体制を整備する必要がある。 

また、診断機器の整備や診断機器の精度管理、家畜防疫員の技術向

上と維持など、迅速に家畜の伝染性疾病を診断できる体制の整備と万

が一の家畜伝染病の発生に備えた、防疫資材の備蓄と備蓄した防疫資

材を点検、更新し、維持していく必要がある。 

 

（イ）市町村及び生産者団体等は、家畜の所有者等との関係構築に努め、

最新の家畜衛生に関する情報の共有及び家畜の飼養農場に関する情

報の収集を行う体制を整備することが重要である。 

 

（ウ）獣医師等は、飼養衛生管理基準の遵守指導の手引き等を活用して、

定期的に指導力の強化に取り組むとともに、家畜の伝染性疾病に関す

る充分な知識を修得し、疾病の早期発見に努めることが必要である。 

 

（エ）家畜の所有者等は、飼養衛生管理上の基本的備えとして、以下の

取組を実践することが特に重要である。 

 

 【必ず実施すべき事項】 

     ・家畜の伝染性疾病対策の専門家の意見を反映させた飼養衛生管理

マニュアルを保管し、衛生管理区域に立ち入る全ての従事者等（衛

生管理区域において当該家畜の飼養を行う者その他当該衛生管理

区域に出入りする者をいう。以下同じ。）が当該マニュアルの内容
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を遵守するよう看板の設置その他の必要な措置を講ずる。 

 

     ・従事者等以外の者が衛生管理区域内へ立ち入らないよう、境界の

明確化及び侵入防止対策を講ずるとともに、立ち入った者の管理

台帳への記録を確実に実施させる。 

 

    ・衛生管理区域に出入りする者に対し、衛生管理区域の出入口におい

て、衛生管理区域専用の衣類及び靴への更衣並びに手指の洗浄及び

消毒等を確実に実施させる。 

 

    ・衛生管理区域に車両を出し入れする者に対し、衛生管理区域の出入

口において、車両の消毒とともに、車内における交差汚染防止対策

を確実に実施させる。 

 

    ・畜舎等に出入りする者に対し、畜舎等の出入口において、畜種ごと

の飼養衛生管理基準の規定に応じた畜舎等専用の衣服及び靴への

更衣並びに手指の洗浄及び消毒等を確実に実施させる。 

 

    ・衛生管理区域内において、資材、機材等の整理整頓及び不要物の処

分を行う。 

 

    ・法第 21 条の規定に基づく、家畜の死体の埋却の用に供する土地の

確保又は焼却若しくは化製のための準備を行う。 

  

   【実施が推奨される事項】 

    ・メールアドレスの取得並びにインターネットの接続環境及び閲覧機

器の確保を行い、国及び県から発信される家畜衛生に関する情報を

適時把握できる環境を整備する。なお、環境が整備されるまでの間

は、FAX 等による代用も可能とする。 

 

    ・家畜の伝染性疾病の発生リスクが高まった場合に備え、家畜の飼養

農場で実施すべき対応を想定し、衛生管理区域において当該家畜の

飼養を行う全従業員で平常時から訓練しておく。 

 

・国、県、市町村及び生産者団体からの助言により、呼吸器病や下痢

症、乳房炎等、致死的な症状を示さないものの、出生率や増体率の
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低下、乳質や乳量の減少等の生産性を阻害する疾病に対する認識や

理解の向上に努め、飼養衛生管理基準の遵守を徹底するとともに、

異状を呈する家畜を発見した場合は、獣医師等に速やかに通報し、

助言を自ら求め、原因を追及することが重要である。 

 

（オ）関連事業者は、国や県から発信される家畜衛生に関する情報を把

握するとともに、車両消毒の徹底等、家畜伝染性疾病の病原体の拡

散防止に努める。 

 

  ③ 動物用医薬品の適正な流通・使用と薬剤耐性に対する認識の向上 

抗菌剤の不適切な使用によって発生・増加する薬剤耐性菌は、畜産

分野において、家畜の治療を困難とするほか、食品を介して人へと伝

播し、人の感染症の治療も困難とするおそれがあり、近年、国際的に、

更なる対策の強化が求められている。国及び県は、このような情勢を

十分に認識し、抗菌剤の不適切な使用による薬剤耐性菌の出現を防ぐ

ため、販売業者、獣医師、家畜の所有者等の抗菌剤の慎重使用に関す

る認識の向上を図り、抗菌剤を含む動物用医薬品の適正な流通・使用

が図られるよう監視及び指導を徹底することが必要である。 

獣医師及び家畜の所有者等は、関係法令に従い適切に動物用医薬品

を使用することが必要である。特に、抗菌剤を使用する際には、適切

な病性の把握と疾病の診断に基づき、薬剤感受性を把握した上で第一

次選択薬から使用することが薬剤耐性対策の観点から重要である。ま

た、抗菌剤を含む要指示医薬品について、獣医師が指示書を発行し家

畜の所有者等に使用を指示する場合にあっては、県は、獣医師の指示

に従い要指示医薬品を使用するよう家畜の所有者等へ指導を徹底する

ことが重要である。 

 

④ 野生動物への対策強化 

県、市町村及び関係団体は、地域の関係者と協力し、野生動物の捕

獲や、清浄性又は浸潤状況を確認するための野生動物の検査のほか、

食品残さ等を介した野生動物への感染を防止するためのゴミ箱や看板

の設置等の適切な対策を総合的に推進することが重要である。 

家畜の所有者等は、野生動物が隠れる場所をなくすよう、衛生管理

区域周囲の除草その他の必要な措置を講ずるとともに、衛生管理区域

並びに畜舎及び飼料倉庫、堆肥舎等の関連施設に野生動物が侵入しな

いよう、防護柵、防鳥ネットの設置等、家畜の飼養農場が置かれた状
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況を踏まえた効果的な対策を講ずることが重要である。 
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Ⅲ 指導等の実施に関する基本的な方向 

１ 指導等に関する基本的な方向 

     飼養衛生管理基準は、全ての家畜の所有者が家畜の飼養に係る衛生管

理において守るべき基準であり、ひとたび家畜の伝染性疾病が発生した場

合には、近隣及び関連農場のみならず、関連事業者を含めた地域全体の経

済活動に影響が及ぶという性質上、家畜の所有者は、自らその徹底に努め

る必要がある。また、家畜の伝染性疾病の発生予防及びまん延防止の取組

は、家畜の所有者等、国、県、市町村、関連事業者、生産者団体、獣医師

等及びその他の関係者が連携して総合的に実施していくことが重要であ

る。このため、特に飼養衛生管理に係る指導等を実施する家保においては、

地域の家畜衛生上の課題を的確に把握し、効率的かつ計画的に指導等を実

施していくことが重要である。 

 

 （１）家畜の所有者及び飼養衛生管理者等への情報の周知や指導等の実施 

    家畜の所有者及び飼養衛生管理者等への情報の周知や指導等の実施に

ついては、地域の家畜衛生上の課題を把握している家保が主体的に実施

する。 

    家畜所有者及び飼養衛生管理者の連絡先の聴取は毎年の定期報告の際

に家畜保健衛生所が聴取、確認することとする。定期報告は家畜伝染病

予防法に基づき、全ての家畜の所有者は毎年 2 月 1 日時点の状況を、家

保に報告し、家保はその状況をとりまとめ、農業技術課に報告する。 

   

 （２）市町村、生産者団体等との協働体制の構築 

    市町村、生産者団体等への情報の周知は農業技術課において実施する。

また、家畜伝染病の発生に備えて、家保と協力してそれぞれの市町村に

おける農場毎の防疫体制の確認を実施する。 

    また、毎年開催している、地域協議会において、市町村、生産者団体、

関係団体等と家畜衛生上の情報共有や課題について協議を行う。 

   

 （３）生産性を阻害する疾病の低減 

    生産性を阻害する疾病（牛伝染性リンパ腫、牛ウイルス性下痢、豚繁殖・

呼吸障害症候群、豚胸膜肺炎等）に対しては、県は家畜伝染病予防事業

等により、検査及び防疫対策を実施する。 

    

（４）動物用医薬品の適切な流通・使用に関する情報周知と指導等の実施 

    県は、動物用医薬品に関する情報を動物用医薬品関連事業者、家畜の所
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有者等に周知する。また、県は畜産物安全性確保総合対策事業等により

薬剤耐性菌に関する検査を実施するとともに、動物用医薬品の適切な使

用等について指導を行う。 

 

（５）野生動物への対策強化等に関する考え方や対応方針 

    野生動物への対策は、県、市町村や関係団体等の関係者と連携して総合

的に実施する。 

   

① 野鳥の鳥インフルエンザ検査及び対策 

野鳥の鳥インフルエンザ検査は、環境省のマニュアルに基づく死亡

野鳥サーベイランスの実施に協力する。  

また、野鳥対策として、狩猟者に対して家きん飼養農場付近の撒き

餌による狩猟の自粛と、家きん飼養農場付近で、野鳥の誘因となる冬

季の湛水管理の自粛を依頼する。 

 

  ② 野生いのしし対策 

野生いのしし検査は、市町村や猟友会等との連携・協力のもと、有

害捕獲や狩猟によって捕獲された野生いのししから検査用検体の提供

を依頼する。また、死亡いのししについては県獣医師会に検査用検体

の採取を委託し、野生いのししの豚熱及びアフリカ豚熱の検査を進め

る。 

また、野生いのしし対策は、県が進める有害捕獲等の捕獲による個

体数の減少を基本とし、国の指示による豚熱経口ワクチン散布につい

て、県ＣＳＦ経口ワクチン対策協議会において、市町や猟友会等の協

力を得て実施する。 

 

２ 指導等の実施に関する基本的な方向 

（１）地域の家畜衛生上の課題を最も把握している家保が主体となって、効率

的かつ計画的に飼養衛生管理指導等を実施する。指導の実施には「飼養衛

生管理基準遵守指導の手引き」と「遵守状況を確認する国が示す様式（チ

ェックシート）」を活用して適正な水準で実施する。指導に当たっては、

最新の家畜衛生、畜産経営、生産振興等に関する情報を踏まえ、防疫上必

要な水準とすることを前提に、従事者等が継続的に衛生管理対策を実践で

きるよう労務負担やコストの低減にも配慮して行うよう努め、必要に応じ

て近隣農場の優良事例を紹介する等、総合的に飼養衛生管理の向上を推進

する。 
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（２）飼養衛生管理者は農場ごとに作製する衛生管理マニュアルを踏まえて、

少なくとも年 1回以上、「チェックシート」を活用して自己点検を実施し、

家畜の所有者と共有する。 

 

（３）家保は、各年度の優先される畜種の対象農場には年１回以上、立入検査

を実施し、家畜の所有者または飼養衛生管理者とともに、自己点検結果や

遵守するための措置の実施状況について確認し、改善事項があれば指導を

実施する。 

 

（４）対象農場は、牛・馬は 2 頭以上、豚・いのしし・山羊・羊は６頭以上、

家きんは 100 羽以上飼養している農場とする。 

 

（５）対象農場以外の小規模飼養者については、過去の立入検査等で飼養衛生

管理基準が遵守されていることが確認できていない場合は対象農場とし

て、立入検査を実施する。 

 

（６）全ての豚又はいのししの所有者及び飼養衛生管理者に対しては、３か月

に一度、飼養衛生管理基準の遵守状況に関する一斉点検の取り組みを行い、

遵守状況を確認、指導する。 

 

（７）全ての家きんの所有者及び飼養衛生管理者に対して、毎年、高病原性鳥

インフルエンザの発生シーズン前から飼養衛生管理基準の遵守状況に関

する一斉点検の取り組みを行い、遵守状況を確認、指導する。 

 

（８）指導に応じない農場があれば、家畜伝染病予防法及び県事務取扱要領に

基づき助言、指導、勧告、命令を行う。なお、命令違反者については、飼

養農場の名称、家畜の所有者の氏名、違反事由等を、原則、速やかに公表

するとともに国に報告する。 
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第二章 家畜の飼養に係る衛生管理の状況並びに家畜の伝染性疾病の発生の

状況及び動向を把握するために必要な情報の収集に関する事項 

 

Ⅰ 実施方針 

全国的サーベイランス及び地域的サーベイランスの実施に関する計画

（時期、地域、検査対象、方法等）については、毎年作成し公表するもの

とする。 

・令和６年度 サーベイランススケジュール 

家畜 

区分 

対象疾病名 目的 実施方法 

地域 期間 検査対象 方法 

牛 

 

ブルセラ症 清浄性維持 県内全域 通年 病性鑑定牛 ELISA 法 

伝達性海綿状脳症 特定家畜伝染病防疫指

針等で定める対象牛 

ELISA 法 

アカバネ病 発生予察 県内全域 6,8,9,11月 未越夏牛 中和試験 

ヨーネ病 発生予防 

まん延防止 

高岡市 

射水市 

魚津市 

氷見市 

滑川市 

黒部市 

小矢部市 

上市町 

立山町 

入善町 

通年 乳用牛 

肉用繁殖牛 

 

 

スクリーニング

法 

リ ア ル タ イ ム

PCR法 

牛伝染性リンパ腫 ELISA 法 

PCR法 

牛ウイルス性下痢 PCR法 

牛サルモネラ症 県内全域 菌分離 

山羊、

羊 

伝達性海綿状脳症 清浄性維持 県内全域 通年 18月齢以上 （農研機構）動物

衛生研究部門に依

頼 

豚、

いの

しし 

豚熱 免疫付与状

況確認 

発生予防、

まん延防止 

県内全域 通年 特定家畜伝染病

防疫指針等で定

める対象豚等 

野生いのしし 

ELISA 法 

PCR法 

アフリカ豚熱 清浄性維持 PCR法 

オーエスキー病 発生予防、

まん延防止 

県内全域 通年 県防疫対策実施方針、

県オーエスキー病防疫

凝集反応 

豚繁殖・呼吸障害 ELISA 法 
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症候群 対策要領に定める豚 

鶏 

 

鳥インフルエンザ 発生予防、

まん延防止 

県内全域 通年 県防疫対策実施

方針に定める鶏 

ELISA 法 

ゲル内沈降反応

法 

ウイルス分離 

ニューカッスル病 HI試験 
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第三章 重点的に飼養衛生管理に係る指導等を実施すべき事項 

Ⅰ 飼養衛生管理基準のうち重点的に指導等を実施すべき事項  

１ 重点的に指導等を実施すべき事項及び指導等の実施方針 

 

家畜区分 重点的に指導等を実施 

すべき事項 

指導等を実施す

る目安の地域、

時期等 

実施の方法 

牛、水牛、

鹿、めん

羊及び山

羊 

１家畜の所有者の責務

の徹底 

２飼養衛生管理マニュ

アルの保管及び従事

者への周知徹底 

３衛生管理区域の適切

な設定 

４記録の作成及び保管 

５衛生管理区域専用の

衣服及び靴の設置 

６衛生管理区域の出入口

における車両の消毒 

７特定症状が確認された

場合の早期通報 

８埋却等の準備 

９愛玩動物の飼養禁止 

 

地域：県内全域 

時期：通年 

家保が法５条検査時や立入検

査時等に重点指導事項を確

認。 

遵守できていない事項につい

ては別途継続的に対応する。 

 

豚及びい

のしし 

１家畜の所有者の責務

の徹底 

２飼養衛生管理マニュ

アルの保管及び従事

者への周知徹底 

３衛生管理区域の適切

な設定 

４記録の作成及び保管 

５処理済み飼料の利用 

６衛生管理区域のへの野

生動物の侵入防止 

７畜舎ごとの専用の靴の

地域：県内全域 

時期：通年 

家保が豚熱ワクチン接種時等

に、重点事項の継続した遵守

状況を確認する。 

また、野生動物侵入防止対策

（柵など）の点検状況につい

ても確認する。 

 



16 

 

設置及び使用並びに手

指の洗浄及び消毒 

８畜舎外での病原体によ

る汚染防止 

９野生動物の侵入防止の

ためのネット等の設

置、点検及び修繕 

10 衛生管理区域内の整

理整頓及び消毒 

11 特定症状が確認され

た場合の早期通報 

12 埋却等に備えた措置 

13 衛生管理区域に立ち

入る車両の消毒等 

14 愛玩動物の飼養禁止 

鶏、あひ

る、うず

ら、きじ、

だ ち ょ

う、ほろ

ほろ鳥及

び七面鳥 

１家きんの所有者の責

務の徹底 

２飼養衛生管理マニュ

アルの保管及び従事

者への周知徹底 

３衛生管理区域の適切

な設定 

４記録の作成及び保管 

５衛生管理区域専用の衣

服及び靴の設置並びに

使用 

６野生動物の侵入防止の

ためのネット等の設

置、点検及び修繕 

７衛生管理区域内の整理

整頓及び消毒 

８特定症状が確認された

場合の早期通報 

９埋却等に備えた措置 

10 器具の定期的な清掃

又は消毒等 

地域：県内全域 

時期：通年 

家保がモニタリング検査や立

入検査時に、マニュアルの確

認、作成指導、従事者への周

知指導を実施する。 

また、既に講じられている重

点事項の継続的な実施につい

て確認する。 
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馬 １家畜の所有者の責務

の徹底 

２飼養衛生管理マニュ

アルの作成及び従事

者への周知徹底 

３衛生管理区域の適切

な設定 

４記録の作成及び保管 

５器具の定期的な清掃及

び消毒等 

地域：県内全域 

時期：通年 

家保から文書等のやり取りで

事前に対応状況を確認した上

で、立入検査を実施し、遵守

状況を確認する。 

 

２ 各年度の優先事項等 

各年度に優先的に指導を実施する畜種及び重点的に指導等を実施するべ

き事項については下記のとおりとする。 

 

（１）令和６年度 

  令和４年度から毎年県内野生いのししで豚熱の感染が確認されている

ことから、令和６年度は県内全域の豚飼養農場を対象として下記の項目

について指導を行う。 

・畜舎ごとの専用の衣服及び靴の設置並びに使用 

・衛生管理区域に立ち入る車両の消毒等 

・愛玩動物の飼育禁止 

 

（２）令和７年度 

  県内全域の牛、山羊等飼養農場を対象として、下記の項目について指

導を行う。 

・記録の作成及び保管 

・衛生管理区域専用の衣服及び靴の設置及び使用 

・衛生管理区域に立ち入る車両の消毒等 

・愛玩動物の飼養禁止 

 

 

（３）令和８年度 

  令和３年 1 月に本県の家きん飼養農場で初めてＨＰＡＩが発生し、そ

の後、毎年野鳥からＡ型インフルエンザウイルスが検出されていること

から、県内全域の家きん飼養農場を対象として、下記の項目について指
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導をする。 

・記録の作成及び保管 

・適切な衛生管理区域の設定 

・器具の定期的な清掃又は消毒等 

 

 

Ⅱ Ⅰ以外で推奨すべき、飼養衛生管理上の事項  

（１）県は、飼養衛生管理基準が定められた家畜の種類ごとに、主要な伝染

性疾病に関し、その病原体の伝播経路（感染方式）及び有効な消毒薬並

びに感染した家畜の病態等について、市町村、関連事業者、生産者団体

及び獣医師等と連携して周知を図る。 

 

（２）県は、家畜の伝染性疾病の発生等により、飼養衛生管理基準に規定す

る内容以外の飼養衛生管理上の措置が必要となった場合には、家畜の所

有者等に対し、その必要となった措置を講ずるよう指導を行う。 

 

（３）家畜の所有者等は、メールアドレスの取得並びにインターネットの接

続環境及び閲覧機器の確保を行い、国及び県から発信される家畜防疫に

関する情報を適時把握できる環境を整備する。なお、環境が整備される

までの間は、ＦＡＸ等による代用も可とする。また、日本語以外を母国

語とする者が従事している場合は、当該言語の資料作成等により円滑な

情報共有に努める。 

 

（４）家畜の所有者等は、令和６年度から農林水産省共通申請サービス

（eMAFF）を利用した定期報告等の手続きが電子化されることから、本シ

ステムを積極的に活用する。 

 

（５）家畜の所有者等は、野生動物が家畜伝染病の病原体に感染したことが

確認されているものとして考え、飼養衛生管理基準の遵守を徹底する。 

 

（６）家畜の所有者は、特定家畜伝染病発生時の影響の緩和を図るために必

要と考える場合には、農場における衛生管理区域及び人・車両・物等の

動線の見直しによる農場の分割管理 を検討し、その具体的内容について

家保と相談の上、農場の分割管理に取り組む。 

 

（７）家畜の所有者は、家畜伝染病の発生に備えて、家畜（家きん）の死体
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の埋却地を確保する。また、発生時に円滑に埋却できるように地域の理

解を得るように努める。 

 

（８）県は、確保した埋却地が使用できない場合に備えて、市町村と連携し

て利用可能な公有地等に関する調整、市町村等が所有する焼却施設又は

化製処理施設のリストアップと事前の調整及び発生時の利用の調整を行

う。また、移動式焼却炉や移動式レンダリング装置の設置と運用につい

ても検討し、設置スペースや必要資材について、家畜の所有者等とも共

同して進める。 
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第四章 家畜の所有者又はその組織する団体が行う自主的措置の活性化に

関する事項 

 

Ⅰ家畜の所有者又はその組織する団体が行う自主的措置の活性化に関する方針 

（１）家畜の伝染性疾病の発生予防及びまん延防止を地域レベルでより実効的

に確保するためには、家畜の所有者又はその組織する団体が、各地域にお

いて自助・共助の考えの下に、飼養衛生管理基準の内容や指導事項に関す

る情報共有、飼養衛生管理に係るマニュアルの策定、効果的な飼養衛生管

理に関する研修の実施、先進的な畜産経営における衛生管理の取組状況の

紹介、衛生対策設備の施工業者の案内、補助事業に関する情報の共有、防

疫資材の共同購入・備蓄、一斉消毒の共同実施等の自主的措置に取り組む

ことが重要である。 

 

（２）このため、県及び市町村は、相互に連携を図りながら、（１）の自主的

措置に対して、国内外の家畜の伝染性疾病の発生状況、最新の科学的知見

や疫学情報等を踏まえ、飼養衛生管理基準の遵守に当たり有益な技術的助

言等を行うとともに、求めに応じて、研修会又は講習会を開催する場合の

専門家の派遣を行う。 

 

（３）また、県及び市町村は、各地域の生産者団体、獣医師の組織する団体、

共済団体、猟友会、関連事業者等が相互に連携して、 

① 平常時における、家畜の所有者等に対する飼養衛生管理基準の内容等

に関する研修会や説明会の開催、県等が実施する防疫演習への協力、飼

養衛生管理マニュアルの作成、自己点検等に関する技術的な助言等を行

う。 

② 家畜伝染病の発生時又は野生動物における家畜の伝染性疾病の感染

確認時における、飼養衛生管理の状況の確認や野生動物における浸潤状

況調査等への協力、緊急の支援策の運営など地域における家畜の伝染性

疾病の発生予防及びまん延防止に主体的に取り組むことを促す。 
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第五章 飼養衛生管理に係る指導等の実施体制に関する事項 

Ⅰ 富山県の体制整備  

１ 家畜防疫員の確保及び育成 

（１）家畜防疫員の確保 

   ① 県は県獣医師会等の関係団体と連携して家畜防疫員を含む産業動物

獣医師の確保に関する課題や対応策、労働環境整備等について合意形

成を図り、確保対策を講じる。 

   ② 県は獣医系大学を訪問し、業務内容や採用情報を提供するとともに、

インターンシップを実施し、積極的に学生の受け入れ等を行う。また、

富山県医学生等就学資金貸与制度、通年採用、産育休職員代替職員登

録などを随時受け付けることで、家畜防疫員を含む県職員の計画的な

確保を推進する。 

 

（２）家畜防疫員の育成 

① 県は、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研

究部門が開催する家畜衛生講習会等において、飼養衛生管理の指導等を

行うに当たり有益な技術的な研修を家畜防疫員に受講させる。 

 

② 県は、関係都道府県及び国が組織する協議会等において、家畜防疫員

に対する研修会及び講習会に関する優良事例等の情報共有を図りなが

ら、研修会等を積極的に開催するよう努める。なお、研修等の内容につ

いては、県農業技術課広域普及指導センター、県農林水産総合技術セン

ターと連携し、施設整備、生産性向上、コスト低減、経営継承、環境問

題等の家畜衛生以外の情報を含めた総合的な指導力を養えるものとな

るよう努める。 

 

Ⅱ 飼養衛生管理者の選任、研修等 

１ 飼養衛生管理者の選任に関する方針 

（１）平常時から家畜と接している家畜の所有者や全ての従事者等が飼養衛

生管理基準を遵守することが重要であり、飼養衛生管理者は、国及び家保

から提供される最新の家畜衛生に関する情報も活用し、衛生管理区域にお

ける飼養衛生管理の適正な実施を担保する中心的存在として、選任される

ものである。 

（２）家保は、家畜の所有者によって選任された飼養衛生管理者（家畜の所有

者が自ら飼養衛生管理者となる場合には、当該家畜の所有者）が、衛生管

理区域において、現に、家畜と接する従事者等が飼養衛生管理を適正に実
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施しているかを確認し、必要に応じて指導する。 

（３）家保は、家畜の所有者に対し、衛生管理区域ごとに、その衛生管理区域

の管理経験や知識、管理指導の能力が豊富な者を、飼養衛生管理者として

選任するよう指導等を行う。 

※ なお、家畜の所有者自身が、実際に家畜に接する従事者などの管理が

可能な衛生管理区域について、飼養衛生管理者になることも可能とする。 

 

（４）家保は、家畜の所有者に対し、衛生管理

区域ごとに、それぞれ別の飼養衛生管理者

を選任するよう指導等を行う。ただし、右図

のように衛生管理区域が隣接している場合

や、その経営形態の性質から、複数の衛生管

理区域を一人で管理したとしても、飼養衛

生管理基準や適切な防疫手法の共有をはじ

めとした業務の実施に支障がない場合に

は、この限りでない。 

 

（５）家保は、衛生管理区域ごとの飼養衛生管理者の選任状況を、毎年の定

期報告により把握する。 

① 飼養衛生管理者が選任されていない衛生管理区域が生じないよう、定

期報告により、飼養衛生管理者を選任していない衛生管理区域があるこ

とが明らかになった場合には、期限を定めるなど、速やかに選任するよ

う指導を徹底する。 

② 畜舎毎に担当の飼養衛生管理者を配置するよう指導等を行う。 

③ 定期報告により報告された飼養衛生管理者の住所が衛生管理区域から

著しく遠方にある場合や、多数の衛生管理区域を通じて一人の飼養衛生

管理者を選任している場合等、衛生管理区域において飼養衛生管理が適

正に行われているかを確認及び指導することが事実上困難と考えられ

る場合には、家保は、家畜の所有者に対し、飼養衛生管理者の選任状況

を見直すよう指導等を行う。 

 

２ 飼養衛生管理者に対する研修・教育に関する方針  

家保は、飼養衛生管理者がその業務を行うために必要な知識・技術の習

得・向上を図ることができるよう、以下の事項に関する研修の機会を提供

するとともに、家畜の所有者に対し、飼養衛生管理者を当該研修に参加さ

せるよう指導等を行う。また、家畜の所有者自身が当該研修に参加するこ

【図：イメージ】 
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とも併せて推奨する。なお、研修会の開催のほか、資料等の提供により飼

養衛生管理者に必要な知識・技術の習得・向上を図ることも可能とする。 

・海外及び国内（特に本県及び近隣県）における家畜の伝染性疾病の発生

の状況・動向 

・飼養衛生管理基準の内容及び同基準を遵守するための具体的な措置の内

容 

・富山県飼養衛生管理指導等計画の内容 

・その他必要な知識・技術の習得・向上に資する事項 

 

３ 飼養衛生管理者に対する情報提供に関する方針 

（１）家保は必要性と飼養衛生管理者の状況に応じ、メール、FAX、郵送等で

以下の情報を直接提供する。同じ情報の繰り返しとなり飼養衛生管理者が

確認しない事態に陥らないよう、頻度、内容等については十分に考慮して

情報提供を行う。 

 

① 平常時には、国内外の家畜の伝染性疾病の発生状況、最新の科学的知

見に関する事項、家畜の所有者等に対する研修に関する事項、国又は県

による飼養衛生管理に係る調査、注意喚起又は指導に関する事項、家畜

の伝染性疾病の発生状況の調査に関する事項等 

 

② 家畜伝染病の発生時又は野生動物における家畜の伝染性疾病の感染確

認時には、当該疾病の発生状況に関する事項、法に基づく制限等に関す

る事項、国又は県による緊急の飼養衛生管理に係る調査、注意喚起又は

指導に関する事項等 

 

（２）家保は、言語によるコミュニケーションに配慮する必要がある外国人従

業員向けの情報提供に配慮し、外国語による資料の作成・提供等を行うよ

う努める。また、農業技術課は外国人技能実習生監理団体等を通した情報

提供等を働きかける。 

 

Ⅲ その他指導等の実施体制に関する事項 

（１）年間指導スケジュール 

① 県は、法第 12 条の３の４第５項に基づき指導計画を国に報告するに当

たり、年間指導スケジュールを添付するものとし、国から当該指導計画の

策定、変更等に係る助言があった場合は、可能な限りその助言を当該指導

計画に反映させるよう努める。 
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② 県は、前年度の指導計画の実施状況、その年の家畜の飼養衛生管理の状

況及び家畜防疫員の確保状況を、国が別途示す様式により、７月 31 日ま

でに国へ報告する。 

 

（２）命令違反者の公表 

 県は、法第 12条の５の規定による指導及び助言、法第 12 条の６第１項

の規定による勧告並びに同条第２項の規定による命令の実施状況を、４半

期ごとに国へ報告する。また、法第 12 条の６第３項及び第 34条の２第３

項の命令違反者を公表する場合は、速やかに国へ報告する。 
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第六章 協議会等の活用その他の飼養衛生管理に係る指導等実施に関し必要な

事項 

Ⅰ 協議会等の活用と相互連携に関する方針 

 

協議会等

の種類 

構成 設置 

時期 

事務局 協議内容 

関東・甲

信越・北

陸ブロッ

ク家畜衛

生協議会 

1 富山県 農業技術課 

2 石川県 畜産振興・防疫

対策課 

3 福井県 中山間農業・畜

産課 

4 茨城県 畜産課 

5 栃木県 畜産振興課 

6 群馬県 畜産課 

7 埼玉県 畜産安全課 

8 千葉県 畜産課 

9 東京都 食料安全課 

10 神奈川県 畜産課 

11 新潟県 畜産課 

12 山梨県 畜産課 

13 長野県 園芸畜産課 

 各県持ち回

り 

R6千葉 

R7長野 

R8福井 

家畜衛生上の課題 

北陸三県

家畜保健

衛生技術

検討会 

1 富山県 農業技術課 

2 石川県 畜産振興・防疫

対策課 

3 福井県 中山間農業・畜

産課 

 

 各県持ち回

り 

R6福井 

R7富山 

R8石川 

家畜衛生上の課題 

東部地域

畜産経営

技術推進

指導協議

会 

1 市町村 

2 生産者団体（農業協同組

合等） 

3 関係団体（富山県畜産振

興協会等） 

4 県  

昭 和

58年 

東部家保 畜産農家の経営技術の改

善向上を図るため関係機

関の連携強化と家畜衛生

に係る情報の収集・提供・

協議 

西部畜産

経営技術

推進指導

1 市町村 

2 生産者団体（農業協同組

合等） 

昭 和

57年 

西部家保 畜産農家の経営技術の改

善向上を図るため関係機

関の連携強化と家畜衛生
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協議会 3 関係団体（富山県畜産振

興協会等） 

4 県 

に係る情報の収集・提供・

協議 

富山県Ｃ

ＳＦ経口

ワクチン

対策協議

会 

1 市町村 

2全国農業協同組合連合会

富山県本部 

3富山県農業協同組合中央

会 

4 富山県猟友会 

5 富山県畜産振興協会 

6 富山県獣医師会 

7 富山県養豚組合連合会 

8 県 

令 和

元年 

農業技術課 野生いのししにおける豚

熱の早期終息を目的とし

た経口ワクチン散布等の

対策 

富山県家

畜伝染病

防疫体制

強化支援

地域協議

会 

1 市町村、生産者団体 

（事業実施主体） 

2 家保 

3 農業技術課 

平 成

27年 

農業技術課 地域における家畜伝染病

の発生予防及びまん延を

防止するため、生産者・関

係機関が連携し、その対

策等を協議 

富山県オ

ーエスキ

ー病防疫

協議会 

1 富山県養豚組合連合会 

2全国農業協同組合富山県

本部 

3 富山食肉総合センター 

4 富山県畜産振興協会 

5 富山県農業共済組合 

6 富山県 

・農業技術課 

・家保 

・食肉検査所 

平成 3

年 

農業技術課 オーエスキー病の防疫対

策 

 

Ⅱ 家畜の伝染性疾病の発生時における緊急対応に関する方針 

（１）県は、ＡＳＦ、口蹄疫、ＨＰＡＩ等の重大な伝染性疾病が家畜において

発生し、又は野生動物において確認された場合には、防疫指針に基づき、

ＡＳＦ、口蹄疫、ＨＰＡＩ等について適切にサーベイランスを実施すると

ともに、周辺の家畜の飼養農場に対し、当該疾病の発生・確認に伴い設定

される制限区域内を中心に、飼養衛生管理基準の遵守状況について速やか
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に緊急点検を実施する。 

 

（２）その際、県は現に近隣で疾病が発生していること及び既に病原体が農場

内に侵入している可能性があることを踏まえ、飼養衛生管理基準のうち、

特に「Ⅱ 衛生管理区域への病原体の侵入防止」及び「Ⅳ 衛生管理区域

外への病原体の拡散防止」が確実に実施されているかを確認し、実施が不

十分と考えられる場合には、第二章のⅢの（２）のとおり、法第 34 条の

２に基づき緊急の勧告又は命令を行う。 

 

（３）また、県は、周辺の家畜の飼養農場において特定症状が確認された場合

の早期通報が円滑かつ確実に行われるよう、疾病の発生状況、管轄家保の

電話番号等の連絡方法、通報が必要となる症状等について周知する。 

 

Ⅲ 通常の家畜の飼養農場以外の場所への対応に関する方針 

（１）観光牧場への対応について 

   県内の観光牧場については、飼養衛生管理基準を遵守の取組（海外渡航

者のふれあい制限、消毒を実施した上でのふれあい体験等）は確認できて

いることから、引き続き同様の取組に対する支援を行う。 

（２）愛玩動物への対応について 

   愛玩動物としての家畜の飼養者について、不適切な飼養管理によって家

畜伝染病が発生した場合の畜産業への影響を説明し、飼養衛生管理基準の

遵守について理解いただくとともに、定期報告などでその状況を確認する。 

 


















